
     

予 算 要 求 資 料 

令和３年度３月補正予算 支出科目 款：農林水産業費 項：農業費 目：農村教育推進費 

事業名 ＷＥＢ就農研修支援事業費補助金(R4 分) 

（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）  

  農政部 農業経営課 担い手対策室 就農支援係 電話番号 058-272-1111（内 2848） 

                    E-mail：c11419@pref.gifu.lg.jp 

１ 事業費      2,000 千円（現計予算額：0 千円） 

＜財源内訳＞  

区 分 事業費 

財    源    内    訳 

国 庫 

支出金 

分担金 

負担金 

使用料 

手数料 

財 産 

収 入 
寄附金 その他 県 債 

一 般 

財 源 

現 計 

予算額 0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

補 正 

要求額 2,000 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

2,000 

決定額          

２ 要求内容 

（１）要求の趣旨（現状と課題） 

新型コロナウイルス感染症防止対策により、研修会等の開催が自粛され、 

本県への就農をＰＲする機会や就農への意欲を支援する機会が昨年度まで 

と比較し減少している。 

就農希望者に対する支援を引き続き実施し就農者を確保するため、新たな 

手法で就農支援を行い、併せて農業分野におけるＤＸを推進する。 

（２）事業内容 

   従来、農業の基礎知識を身につけたい人を対象に実施してきた「農業やる 

気発掘夜間ゼミ」や就農研修会等を、いつでも・どこでも手軽に学ぶことが 

できるようオンライン講座として開講するための動画を作成し、配信する。 

  

  ○補助対象者 ：（一社）岐阜県農畜産公社（ぎふアグリチャレンジ支援セ 

ンター） 

  ○補助対象経費：就農に必要な農業の基礎知識や支援制度等をＷＥＢで学ぶ 

講座を実施するのに必要な経費 

  ○補助上限  ：2,000 千円 

（３）県負担・補助率の考え方 

    補助率：10/10 以内 



     

新規就農者を確保し、営農定着することが、県農業の維持・発展につな

がるため、県が費用を負担し、事業を実施する。 

（４）類似事業の有無 

    無 

 

３ 事業費の積算内訳 

事業内容 金額 事業内容の詳細 

補助金 2,000 動画作成及び研修会の開催に必要な経費に対する補助 

合計  2,000  

 

 決定額の考え方  

 

 

 

４ 参考事項 

（１）各種計画での位置づけ 

  岐阜県長期構想、ぎふ農業・農村基本計画、新・担い手育成プロジェクト 

（２）国・他県の状況 

  国：無 

  他県：無  

（３）後年度の財政負担 

   農業の担い手対策は岐阜県長期構想、新たなぎふ農業・農村基本計画の重

点施策に位置付けており、次年度以降も継続した支援が必要。 

   令和３年度から令和７年度の５年間で新たな担い手を 2200 人・経営体育

成する「新・担い手育成プロジェクト」達成に向け、重点的に新規就農者支

援を実施。 

（４）事業主体及びその妥当性 

事業実施主体：（一社）岐阜県農畜産公社（ぎふアグリチャレンジ支援セ

ンター）。 

農業経営基盤強化促進法の農業経営基盤強化促進基本方針において、効率

的かつ安定的な農業経営体及び意欲ある新規就農者を育成・確保する機関と

しており、妥当である。 



     

県 単 独 補 助 金 事 業 評 価 調 書 
 

□  新 規 要 求 事 業 

■  継 続 要 求 事 業 

（事業内容）  

補助事業名 ＷＥＢ就農研修支援事業費補助金 

補助事業者（団体） （一社）岐阜県農畜産公社 

（理由）（一社）岐阜県農畜産公社内に「ぎふアグリチ

ャレンジ支援センター」を設置しているため 

補助事業の概要 （目的）就農希望者及び農業に関する仕事に就きたい

人に、就農に必要な農業の基礎知識や支援制度等を動

画で研修してもらう。 

（内容）就農準備、野菜栽培の基礎、果樹栽培の基礎、

土壌・肥料の基礎など就農に必要な研修動画を作成し、

ぎふ就農ポータルサイト「ぎふっ晴°れ」で配信する。 

補助率・補助単価等 定額・定率・その他 

補助率 10/10 以内 

補助効果 居住地や時間帯等にとらわれず、参加希望者が視聴で

きるため、対面方式の研修会と併せて就農支援を行う

ことができる。 

終期の設定 終期：令和７年度 

（理由）新・担い手育成プロジェクトの最終年である。

令和７年度に補助事業の効果を検証する。 

（事業目標） 

・終期までに何をどのような状態にしたいのか 

 岐阜県内で就農を目指す方が、コロナ禍であっても就農研修会を「いつで

も・どこでも」学ぶことができる環境を整備する。 

（目標の達成度を示す指標と実績） 

指標名 
事業開始前 

(R2) 

R2 年度 

（R2）  

R3 年度 

目標  

R4 年度 

目標  

終期目標 

(R7)  

 

達成率 

新たな担い手の確保 527 2,033 

（累計） 

440 440 2,200 

（R3-R7 累計） 

92％ 

 

 H30 年度 R 元年度 R2 年度 

補助金交付実績 －千円 －千円 －千円 



     

（これまでの取組内容と成果） 

令

和

２

年

度  ― 

指標① 目標：  人 実績：  人 達成率：  ％ 

令

和

３

年
度 

令和５年度当初予算にて追加 

 

指標① 目標：＿＿ 実績：＿＿ 達成率：＿＿％ 

令
和
４
年

度 令和６年度当初予算にて追加 

 

指標① 目標：＿＿ 実績：＿＿ 達成率：＿＿％ 

（事業の評価） 

・事業の必要性（社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断） 
 ３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない 
(評価) 

３ 

コロナ禍においても就農希望者に対する支援を実施し就農者を確

保するため、新たな手法で就農支援を行い、本県で就農を目指す

人、農業に関する仕事に就きたい人の意欲喚起につなげる必要が

ある。 

・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか） 
 ３：期待以上の成果あり（単年度目標 100％達成かつ他に特筆できる要素あり） 

２：期待どおりの成果あり（単年度目標 100％達成） 
 １：期待どおりの成果が得られていない（単年度目標 50～100％） 
 ０：ほとんど成果が得られていない（単年度目標 50％未満） 

（評価） 

２ 

新型コロナウイルス感染症防止対策からの事業ではあるが、ＤＸ

の流れを汲み、新たな研修会のあり方として、いつでも・どこで

も視聴できる動画の配信は情勢にあった手法である。 

・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか） 
 ２：上がっている １：横ばい ０：下がっている 
(評価) 

２ 

就農相談から研修、就農、定着までを一貫して専門に支援する「岐

阜県方式」のワンストップ農業支援窓口の役割を担っているぎふ

アグリチャレンジ支援センターが実施主体となることにより、事

業の効率化が図られる。 

（今後の課題） 
・事業が直面する課題や改善が必要な事項 
  

（次年度の方向性） 

・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今

後どのように取り組むのか 

 令和 3 年度から令和７年度の５年間で新たな担い手を 2200 人・経営体育成

する「新・担い手育成プロジェクト」の達成に向け、継続して支援する。 

 


